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1．はじめに 

 

地すべりの再活動ポテンシャル（活動度）を広域

的に評価することは，地すべり対策の優先順位付け

や開発適地評価において重要である．しかし，地す

べりの多くは山地斜面に位置しており，またその数

も膨大であることから，個々の地すべりの変動を網

羅的に観測することは現実的に難しい．このため，

地形判読と Analytic Hierarchy Process（AHP）法に基
づく地すべり地形活動度評価手法（AHP評価）が開
発され 1)-3)など，地すべり対策の優先順位付けなどに

活用されてきた．しかし，AHP評価には，地形判読
者の経験や解釈の違いによる属人性および評価作業

の煩雑さといった課題が残されている 2)． 
近年，高精度地形データや衛星観測データの整備

が進み，それらを活用した地すべり地形活動度評価

の研究が進展している 4),5)など．なかでも，人工衛星搭

載の合成開口レーダ（SAR）を用いた干渉 SAR時系
列解析（TS-InSAR）は，地すべり変動を面的かつ直
接的に観測できることから，地すべり地形活動度評

価への活用が期待されている 5)． 

しかし，AHP評価が地形形成に必要な比較的長期
の地形学的時間スケールを扱うのに対し，TS-InSAR
で捉えられる変動は直近 12年程度であり，両者では
活動度として扱う時間スケールが異なる． 
そこで本研究では，将来的な TS-InSAR による地
すべり活動度評価の実現を見据え，TS-InSARで取得
した地すべり移動体の準上下変位速度と，AHP評価
による活動度との関係を検討した． 
 

2．研究方法 

 

(1) 研究対象地域と評価対象の地すべり移動体 

本研究では，身延山地の静岡県側に位置する藁科

川および西河内川上流域を対象とした（図-1）．本地

域の基盤は，白亜系から古第三系までの付加体（混

在岩・泥岩・砂岩泥岩互層・泥岩砂岩互層）から構

成され 6)，国内でも特に地すべり地形が密集する 7)．

以上の地域において，アクセスが比較的容易な地す

べり移動体や近年変動が確認されている地すべり移

動体を地形判読により 47箇所選定した． 

地形判読には，国土交通省中部地方整備局静岡河
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川事務所が 2018年 10月～2019年 1月に取得した航
空レーザ測量データを用いて作成した，ピクセルス

ペーシング 1 mの傾斜量図を使用した．選定時には，
対象とする地すべり移動体が，地形判読による直感

的な活動度や複数の地質に広く分布するように配慮

した．また，TS-InSARで変動を捉えることが難しい
レイオーバー・レーダーシャドウ・フォアショート

ニングの影響 8)も考慮している． 

 

(2) 干渉 SAR時系列解析（TS-InSAR） 
ALOS-2/PALSAR-2の Lバンド SARデータを用い

て TS-InSARを実施した（表-1）．解析にはRINC0.469)

と LiCSBAS210)を使用し，前処理として電離圏遅延

補正 11)，対流圏遅延補正 12)，位相ノイズ補正（移動

窓サイズ 64ピクセル）13)を適用した． 
さらに，TS-InSAR処理によって得られた各軌道の

衛星視線方向変位速度画像に対して 2.5 次元解析 14)

を実施し，準上下変位速度を算出した（図-1）．これ

は，TS-InSARでは衛星視線方向との幾何関係により
変位速度が過小評価される場合があるため 5)，その

影響を可能な限り低減することを目的としている． 

表-1 TS-InSARの諸元 

 

軌道/向き 北行軌道右向き 南行軌道右向き 

パス 126 19 

フレーム 690 2910 

ビーム U2_8 U2_7 

開始 2014年 9月 19日 2014年 10月 28日 

終了 2023年 5月 19日 2023年 6月 27日 

ペア数 21 57 

分解能 10 m 

 
(3) AHP評価 

地すべり移動体の判読に使用したものと同じ傾斜

量図を使用し，47 箇所の地すべり移動体に対して
AHP評価を実施した（図-1）．AHP評価は，北海道
立総合研究機構が公開している評価シート 3)を用い

て 1名で実施し，明らかに誤判読がないことを別の
1名が確認した． 

図-1  研究対象地域と評価対象の地すべり移動体．（a）研究対象地域の範囲と周辺の地すべり地形分布．（b）研究対

象地域の地質分布と AHP評価合計点の空間分布．（c）準上下変位速度と AHP評価合計点の空間分布．LS1～LS6

は，図-2～図-7に対応． 
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3．結果と解釈 

 
(1) 準上下変位速度と活動度との対応関係 

図-2に，地すべり移動体内部の準上下変位速度と

AHP評価合計点との関係を示す．縦軸は準上下変位
速度，横軸は AHP評価合計点である． 
図-2から，地すべり移動体内部の準上下変位速度

の最高値では，AHP評価合計点と弱い正の相関が認
められ，特に AHP評価合計点が 80点以上の地すべ
り移動体では顕著に高い変位速度を示した．一方，

中央値では両者に明瞭な関係は確認されなかった． 
 

(2) 個別の地すべり移動体の地形と準上下変位速度 

図-3は，図-2において黒丸で囲んだ LS1～LS4周
辺の拡大図である． 

LS1 は，地すべり移動体内部の変位速度が最高で
ある（図-2）．この地すべり移動体では，特に顕著な

沈降が末端部のサブユニットにおいて生じている

（図-3）．一方，地すべり移動体内部の準上下変位速

度の中央値に着目すると，47箇所の地すべり移動体
全体の中で中程度であった（図-2）． 

LS2 では，地すべり移動体の頂部に顕著な沈降傾
向が，中腹部～末端部で隆起傾向が確認された（図

-3）．LS2 では，2018 年 8 月頃に大規模崩壊が発生
しており，これらの変位はその前兆現象 15)を捉えた

と考えられる．一方，準上下変位速度の中央値では

顕著な変位が確認されなかった（図-2）．なお，LS2
では光学衛星画像でも判読可能な規模の変動が確認

されていることから 15)，頂部の沈降および末端部の

隆起が実際の変位を示すのか，あるいはアンラップ

エラーによるものかは判別できない． 

LS3 は，準上下変位速度の中央値が最も高く，最
高値でも全体の 6番目に高い地すべり移動体である
（図-2）．地すべり移動体の大部分で沈降傾向が確認

され，特にサブユニット頂部付近で顕著な変位がみ

られた（図-3）．また，現地調査では地すべり移動体

の変動方向と調和的な構造物の変状も確認された

（図-4）． 
LS4は，AHP評価合計点が比較的低い地すべり移
動体である．その一方で，準上下変位速度の最高値

は比較的高く，中央値では全体の中間的な値を示し

た（図-2）．現地調査では，比較的新しいと思われる

擁壁に地すべり移動体の変動方向と調和的な亀裂を

確認し，最近の変動が示唆された（図-5）． 
 

4．議論 

 
(1) 準上下変位速度と活動度との関係とその要因 

検討結果から，TS-InSARで観測した準上下変位速
度の最高値が高いほど，AHP評価合計点も高くなる
傾向が確認された．また，LS3 や LS4 のように TS-
InSARで顕著な変位が確認された地すべり移動体で
は，現地調査でも地すべり移動体の変動方向と調和

的な地盤変状が認められた．これらのことから，TS-
InSAR で得られる準上下変位速度と AHP 評価合計
点との間には，一定の関係があると考えられる． 

AHP評価では，地すべり移動体内部のサブユニッ
トが活動的である場合，それを含む地すべり移動体

全体の活動度を高く評価する 3)．LS1のように，TS-
InSARではサブユニットに顕著な変動が確認される
事例が複数認められたが（図-6，図-7），AHP 評価
は，このような地すべり移動体の活動度を高く評価

図-2  準上下変位速度と AHP評価合計点との関係 
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する設計である．これに対し，地すべり移動体内部

の準上下変位速度の中央値は広範囲の画素を平均的

に反映するため，地すべり移動体の区分によっては

顕著な変動を示すサブユニットの影響が相対的に小

さくなる．このため，AHP評価が重視するサブユニ
ットの活動性は，準上下変位速度の中央値にくらべ

最高値により強く反映された可能性がある． 

このことから，AHP評価が一部のサブユニットの
変位に強く依存することが，地すべり移動体内部の

準上下変位速度の中央値に比べて，最高値と AHP評
価合計点との関係が明瞭だった一因と考えられる． 

図-3  準上下変位速度と AHP評価合計点との関係．LS1と LS3には，顕著な変動を示すサブユニットを示す．LS3と

LS4では現地調査を実施し，確認した地盤変状を図-4と図-5に示す． 

 

図-4  LS3で確認した地盤変状（撮影日：2025.11.3） 

 

図-5  LS4で確認した地盤変状（撮影日：2025.11.4） 
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また，TS-InSARがサブユニットの変動を強く反映し
ていることは，TS-InSARを用いた活動度評価におけ
る地すべり移動体区分の重要性を示唆している． 

 
(2) TS-InSARを用いた活動度評価の注意点 

TS-InSARで得られる準上下変位速度と AHP評価
合計点との間には一定の関係が認められた一方で，

TS-InSARと AHP評価では対象とする時間スケール
が異なる点には注意が必要である．AHP評価は長期
的な地形発達過程を評価するのに対し，TS-InSARで
は使用する衛星が運用を開始して以降（ALOS-2 で
あれば，直近 12年程度）の変動を示す．そのため，
LS4（図-3，図-5）のように AHP評価合計点が比較
的低い場合でも，現在進行中の変動が TS-InSAR で

検出される事例が存在すると考えられる． 
また，LS2 のように地すべり移動体内部で複雑な
変動が生じた場合やアンラップエラーが含まれる場

合には，正負の変位が相殺されることで中央値が小

さくなる可能性がある．このため，TS-InSARを用い
た地すべり活動度評価では，最高値など複数の指標

を併用することが望ましい．なお，最高値を用いる

場合，地すべり活動度評価が特定の 1画素に依存す
ることになることから，アンラップエラーなどのノ

イズに対してより堅牢な 90 パーセントタイル値を
用いることなども有効だと考えられる． 
 
5．まとめと今後の展望 

 
本研究では，TS-InSARで取得した地すべり移動体

の準上下変位速度と，AHP評価による地すべり活動
度との関係を検討した．その結果，TS-InSARで得ら
れる準上下変位速度と AHP 評価合計点との間には
一定の関係が認められ，特に地すべり移動体内部の

準上下変位速度の最高値との相関が中央値よりも相

対的に高かった．これは，AHP評価がサブユニット
などの局所的な活動性を重視していることに加え，

TS-InSAR にもそのような局所的変動が反映されて
いるためだと考えられる．これらの結果は，将来的

に，TS-InSARを用いた地すべり活動度評価の実現可
能性を示唆するとともに，活動度評価における地す

べり移動体区分の重要性を示すものと考えられる． 
一方，本研究は限定的な範囲を対象とした検討で

あり，検討結果の一般化には注意が必要である．ま

た，JAXAが 2024年に打ち上げた ALOS-4/PALSAR-

図-6  サブユニットが顕著に変動している地すべり移動体の例．LS6では現地調査を実施し，確認した地盤変状を 

図-7に示す． 

 

図-7  LS6で確認した地盤変状（撮影日：2025.11.3） 
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3の登場により，ALOS-2/PALSAR-2では観測が難し
かった比較的急速に変動する地すべりの変動の計測

可能性も提唱されている 16)．したがって，今後は継

続的かつ高頻度な L バンド SAR 衛星データを他地
域にも展開して事例を蓄積し，より地すべり変動の

実態に則し，かつ実用的な地すべり活動度評価を実

現していく必要がある． 
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